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1 はじめに

NICTは、日本標準時及び標準周波数を決定・
維持・供給するという、国民生活に密着した業務
を行っている。この業務は、独立行政法人情報通
信研究機構法に基づき実施しているもので、同法
第十四条第三項に、「周波数標準値を設定し、標
準電波を発射し、及び標準時を通報すること。」と
規定されている。NICTでは、周波数標準値及び
日本標準時を発生させるために、各種の原子時計
並びに一次周波数標準器を運用し、かつ高精度に
運用するための研究開発を行っており、定常的な
業務と並行しつつ、進化を進めてきている。また、
発生させた標準時は高精度な比較法により常時国
際比較がされる体制を取り、供給では電波による
もの、有線によるもの等各種の手法で伝えられ、

我々の日常生活に生かされている。ここでは、こ
れらの定常運用に主眼を置いた各システムの要素
について概説する。

2 日本標準時の作り方

最初に、日本標準時の発生の方法について、そ
の仕組みを紹介する。まずは、図1に示すように
複数の原子時計（原子時計群）から、時計相互の比
較計測値を元に平均原子時を算出する。この平均
原子時を協定世界時UTCに合うように随時調整
したものをUTC（NICT）と呼ぶ ［1］。UTC（NICT）
を 9時間進めた時刻を日本標準時とする。このシ
ステムに使われる原子時計には、セシウム原子時
計（Symmetricom 社製 5071A）を約 18 台、水素
メーザ周波数標準器（アンリツ（株）製RH401A及
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び SA0D05A）を 4台利用している。時計の台数
は、入れ替わり等があるので固定した台数ではな
い。現在、平均原子時の計算にはセシウム原子時
計のみを使用し、水素メーザ周波数標準器は、そ
の短期安定度の利点を活用して、UTC（NICT）実
信号生成のための原振として使用している。日本
標準時発生システムは、冗長性を持たせるため3
系統の装置を持つ。水素メーザ周波数標準器は、
4台の内3台を各系統の原振としており、1台を予
備とする運用を行っている。
原子時計群から日本標準時を生成するアルゴリ

ズムなど、システムの詳細については文献 ［2］を参
照されたい。

2.1 水素メーザ周波数標準器
水素メーザ周波数標準器はセシウム原子時計と

比べて、短期の安定度に優れた装置である。この
場合の短期とはおよそ1日以内での値を示す。こ
の特長を生かした利用方法として、大陸間の距離
を高精度に計測できる超長期線電波干渉計
（VLBI）の信号源への活用等がされている。ただ
し水素メーザ周波数標準器の特徴として、メーザ
発信のための空洞共振器や真空排気系などの装置
を必要とするので、一般的にサイズや重量が大き
いものとなってしまうというデメリットがある。
日本標準時発生システムに使われている水素

メーザ周波数標準器の仕様を、表 1に示す。2種
類の型を使用しており、RH401A型は図 2 の右
側、SA0D05A型は図 3に示す形状である。それ
ぞれには、制御・監視用コンピュータが接続され
る。RH401A型と比べ、SA0D05A型は新しい
モデルで、小型軽量化が図られている。図 4に、
水素メーザ周波数標準器 3台の相互比較による周
波数安定度計測結果を示す。平均化時間1日（約
105秒）以内での特性は同一で、良好な特性を示し
ている。日本標準時の発生には、この短期の良好
な安定度を活用している。1日を超える範囲にな
ると安定度は劣化してくるが、これが水素メーザ
周波数標準器の特徴である。図中HMJST#05と
表記された装置は、SA0D05A型のものであり、
他のRH401A型と比べて長期の安定度がやや悪
い傾向にあることが判るが個体差によるものと推
測される。

2.2 セシウム原子時計
日本標準時発生に使われるセシウム原子時計

図1 日本標準時の生成

表1 水素メーザ周波数標準器の仕様

図2 セシウム原子時計と水素メーザ周波数標準器
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は、商用セシウム原子時計と呼ばれるもので、小
型かつ連続運転が可能な装置であるため、世界各
国の標準機関で最も広く使われているものである。
寿命としては 5年から10年程度の連続運転が可
能となっている。商用セシウム原子時計は、図 2
の左側に示されるもので、ここには4台分が収納
されている。
商用セシウム原子時計は、長期間での安定性が
優れるなどの特長を持つ反面、周波数シフト要因
を装置単体で測定する機能は持たない。従って、
正確な1秒であることを示す「確度」については、

一次周波数標準器により評価し校正する必要があ
る。NICTではセシウム原子泉型一次周波数標準
器を運用し、国際原子時（TAI）の高精度化に寄与
している。この、セシウム原子泉型一次周波数標
準器についての詳細は文献 ［3］を参照されたい。

2.3 計測システム
日本標準時システムの計測システム（図 5）は、上
記の水素メーザ原子時計及びセシウム原子時計の
信号を高精度に計測し、平均化処理し、
UTC（NICT）として実現化する装置である。システ
ムは前述のとおり、3系統の同一装置で構成され
ており、その内の1系統を選択してUTC（NICT）
を出力する。中核となる装置は、水素メーザ周波
数標準器の安定度を生かし、10 －  19 の桁で周波数
調整が行える周波数調整器AOG（Auxiliary Out-
put Generator： Symmetricom社製AOG-110）と、
時計相互の時刻差をピコ秒レベルの分解能で計
測するDMTD（Dual Mixer Time Difference Sys-
tem） ［4］である。DMTDは 5 MHz同士の位相差
計測であるので、位相のアンビギュイティを取り
除けない。このため、1PPSによるタイムインター
バルカウンタ（Stanford Research Systems 社製
SR620）計測も備えている。
時計の時刻差計測における、3系統のDMTD
計測値とタイムインターバルカウンタ計測値によ
る4つの値は、多数決平均化処理の手法で1の値
を決定する。この手法は、データ間で格差の大き
いものを除外し、残った2値から平均値を算出す
る方法であり、計測誤差を少なくすることができ
る。また、4つの計測値の内、最悪 3つが計測で
きなくても値を決定することができる。通常は、
高精度な計測値が得られるDMTDの値から時計
の時刻差を算出している ［5］。
さらに、運用の信頼性を高めるため、各種の監
視機構を設けている。監視対象としては、各計測
用計算機の動作、データベース上のデータの存
在、UTC（NICT）の出力である1PPS信号及びキ
ャリア信号のリアルタイム波形監視等がある。
図 6は、監視用計算機の表示画面例である。監視
用計算機は、機構内のネットワークに接続され、
Webインターフェイスにより監視状態をいつでも
確認することができる。また、種々のデータ処理
機能も備える。図の例では、赤表示は異常の存在

図4 水素メーザ周波数標準器の安定度

図3 新型水素メーザ周波数標準器
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を表し、データベース上のデータに不足等の問題
があることを示している。こういった機能を活用
して、日本標準時の運用の手助けとしている。

3 UTCへの比較と貢献

前項のようにして、UTC（NICT）が作り出され、
日本標準時の大元ができあがるわけであるが、こ
のままではUTC（NICT）と言うわけにはいかな
い。UTCとの明確な関係付けが必要だからであ
る。
その前に、UTCがどのように生成されているか

を簡単に説明する。詳しくは各種の文献 ［6］ ［7］があ
るので、そちらを参照されたい。
現在の秒の定義は、1967～ 68年に開催された

国際度量衡総会（CGPM）で、セシウム133を基と
したものに改訂された。これにより、秒、すなわ
ち周波数はセシウム原子時計を基に作り出されて
いる。一方、時刻については、国際度量衡委員会
（CIPM）でTAIを定義しているが、TAIの起点は
1958年 1月1日0時 0分 0秒（それまでの暦表時）
としている。TAIの実現には、各国の研究機関等
が保有する原子時計を平均する方法で、信頼性と
安定性の高い時系を生み出している。地球の自転
に基づく世界時UTは不規則であるため、TAIと
は次第に離れてしまう。これを0.9 秒以内に収ま
るように調整する、いわゆる「うるう秒」調整を
行った時系がUTCである。従って、UTCはTAI 
の歩度と一致しているが、整数秒だけ異なるもの
である。TAIの起点から現在（2010 年）までの間
にUTCはTAIに対して 34 秒の遅れとなってい
る。
上記のとおり、UTC（その基となるTAI）は各

国の研究機関等が保有する原子時計により作り出
されるが、そのためには、各国にある原子時計を
高い正確さで比較する必要がある。現在主流の比
較方法は衛星技術を利用したもので、通信衛星や
GPS衛星を利用した方式が用いられている。詳し
くは、文献 ［8］に記載があるので、そちらを参照さ
れたい。
各国各機関が保有する原子時計1台 1台は、こ

のようにして比較がされ、国際度量衡局（BIPM）
において安定度の評価が行われる。安定度の良い

図5 日本標準時システム

図6 監視画面

図7 TAI 決定における各機関の時計の重み
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ものに重みを付ける手法により平均化され、一次
周波数標準器による確度評価を得てTAIが決定
されている。図 7は、TAI決定の重みが大きい機
関について、その重みの変遷を示したもの
で、NICTが保有する原子時計は、TAI決定にお
よそ10 %の貢献をしている。一番大きな重みを
持つのは、米国海軍天文台（USNO）であるが、
2010 年 7月現在において、TAI 決定に利用され
ている原子時計の総数が 341台に対し、USNOが
保有する原子時計 74台（台数割合で 22 %）とずば
抜けていることにある。NICTは総数 30台（台数
割合で 8.8 %）の時計データを報告し、TAI決定
に世界で2番目に貢献した機関となっている。
このように、NICTはTAI決定に貢献するとと

もに、時刻比較によってUTCとUTC（NICT）は
リンクされ、トレーサブルな関係が構築されてい
る。現在の日本標準時システムは第 5世代として
2006 年より運用を開始したが、前世代からの
UTCとUTC（NICT）の関係を図 8に示す。UTC 
（NICT）の変動幅は前世代のシステムに比べ小さ
くなり、この図からは読み取りにくいが、短期の
変動成分は大幅に改善している。

4 日本標準時の供給

これまで述べてきたように生成された日本標準
時は、色々な形態で利用されるよう、供給を行っ
ている。標準時の供給では、標準電波、ネット

ワークによる時刻供給、電話回線による時刻供給
（テレホン JJY）やタイムビジネス、周波数の供給
では、標準電波及び校正（搬入校正及び遠隔校正）
といった手段でサービスを行っている。

4.1 標準電波
NICTでは、電波による周波数供給及び時刻供

給として、標準電波の発射を行っている。標準電
波は、古くから「電波の灯台」としての役割を持
ち、電波監理に役立てられてきた。日本では標準
電波は1940年（昭和15年）から短波による運用が
開始され、1948 年（昭和 23年）には、報時信号が
重畳されるようになった。
短波による標準電波は、現在でも多くの国にお

いて運用がされている。しかし、短波の特性とし
て、電離層反射波で遠距離の地点まで電波が到達
するという利点がある反面、国際間の干渉や混信
が発生するといった問題や、高い周波数精度を伝
送しようとしても、電離層反射高度の変動による
ドップラ効果により、それを困難とする問題が生
じている。
一方、長波による標準電波は波長が非常に長い

ため、送信アンテナや送信施設が大型なものと
なってしまうというデメリットがあるものの、主と
して地表波による伝搬が行われるため、受信側で
の周波数精度を高く取ることができるというメ
リットがある。また、受信機では短波に比べコア
型のアンテナを用いることができるので、小型化

図8 協定世界時と日本標準時
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期を行うものであり、先のインターネット時刻供
給実験は、本サービスを経由して現在でもイン
ターネットマルチフィード（株）より、「時刻情報提
供サービス for Public」の名称で継続してサービス
の提供が行われている。
さらに 2006 年からは、「インターネットによる
時刻情報提供サービス（公開NTP）」を開始した。
このサービスでは、NICTで独自開発した イン
ターネット用時刻同期サーバ（図 10）を使用してお
り、①FPGAにより全てハードウェア化されてい
るため、 ワイヤレートでのリクエストでもサーバ精
度は低下しない。②単機能のハードウェアのため、
クラッキング等によるシステムへの侵入は不可能。
という特徴を有し、時刻精度はUTC（NICT）と
10 ns 以内、 処理能力は毎秒100万リクエスト以上
の性能を保有している ［11］。
このサービスは、NICT内に置かれたNTPサー
バに対してアクセスを行うため、利用者から見る
と使用するネットワーク環境によっては距離が遠
くなり、伝搬遅延が大きく変動する要因となる。
伝搬遅延の変動は、時刻同期誤差につながるの

した受信機が実現できるという利点をもっている。
こうした長波の利点に加え、電波時計への応用も
可能なことから、日本においては1999年から長波
標準電波への移行を進め、2001年には短波標準電
波の廃止を行ってきた。現在、長波標準電波送信
所は2局体制により、日本全国をカバーした運用
を行っている ［9］。
標準電波の信号は、各送信所に置かれたセシウ

ム原子時計より作り出されている。NICT本部で
作り出す周波数標準や日本標準時を送信所まで伝
送して、そのまま送信する手法をとらないのは、
途中の伝送路の影響で信号の遅延やゆらぎが発生
し、精度劣化につながるためである。送信所に置
かれたセシウム原子時計は、国際間の時刻比較と
同じ手法でNICT本部と比較され、日本標準時に
合うよう調整される。最終的に送信所で作り出す
標準周波数の確度はUTC（NICT）に対して 1 ×
10 － 13 以内、時刻同期精度は100 ns 以内で運用さ
れるが、送信出力は送信機等の影響や低い送信周
波数信号の影響もあり、周波数確度 1 × 10 － 12 以
内、時刻同期精度10 μs以内と規定している。
1999 年の長波標準電波開局以来、電波時計の
普及が進み、国内累計出荷台数は 5000 万個を超
えていると推定される。

4.2 ネットワークによる時刻供給
ネットワークの普及とともに、情報処理を司る
計算機間の時刻同期はますます重要視されている。
一般家庭にまでインターネットが普及し、ネット
ワークに接続された計算機は相当な数に上る。計
算機には1台毎に時計が組み込まれているが、主
要なOSにはNTP（Network Time Protocol）によ
る時刻の同期機能が組み込まれているので、信頼
のおけるNTPサーバへ参照するよう設定すれば、
自動的に時刻の同期が図られるようになっている。
NICTでは、1994 年から国内機関との共同研究

を進め、2001 年には 4機関との共同によるイン
ターネット時刻供給実験を開始し、NICT独自の
サービスとしては、2005 年より公共機関、タイム
ビジネス認定の時刻配信事業者、インターネット
関連事業者等の法人を対象とした「ネットワークに
よる時刻情報提供サービス」を開始した ［10］。この
サービスは、専用線等を用いてNICTにおかれ
たNTP専用サーバ（図 9）へ直接接続して時刻同

図9 ネットワークによる時刻情報提供用サーバ

図10 インターネット用時刻同期サーバ
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で、精度の改善と信頼性の向上を目的として、
2010 年にインターネットエクスチェンジポイント
（IX）からの配信を開始した。この配信では、東
京・大手町の日本インターネットエクスチェンジ
（株）（JPIX）内にNTPサーバを置き、NICT本部
と JPIX間を1芯光ファイバでつなぎ、同じ波長
の光に時刻データをのせて双方向通信する双方向
時刻同期システム ［12］を用いることで、UTC（NICT）
と JPIX内NTPサーバを1 ns の精度で同期させ
ることが可能な技術である。これにより、高精度
で冗長性にも優れたNTPサービスが完成した。

4.3 テレホンJJY
テレホン JJYとは、電話回線による標準時供給

システムの愛称で、公衆回線網を利用した時刻供
給のサービスである。本サービスは1995年から開
始され、電話回線の双方向性を用いて1 ms以内
の時刻同期を実現できるシステムとして活用され
ている。
電話回線を利用して時刻比較を行う手法につい

ては、1980年代に国内実験を行っている。当時は
音響カプラとタイムインターバルカウンタによる
計測により、国内 6地点（札幌～沖縄）の実験で
± 200 μsの確度が得られた ［13］。1990 年代に、こ
の手法を利用した時刻供給装置を試作し、自動的
に回線遅延時間を測定し補正することで、時刻同
期誤差± 1 ms以内を実現した ［14］。テレホンJJYシ
ステムは、この装置を実際のサービスに活用した
ものであり、複数の回線に対応できるシステムと
なっている（図 11）。
アナログ公衆電話回線を使うテレホン JJYは、
電波を利用できない場所（ビル内など）で使用でき
ることや、インターネットのようにセキュリティ上
の対策が必要では無いと言ったことから、現在で
も利用は伸び続けている。図 12 は、テレホ
ン JJYサービス開始から現在までの毎月のアクセ
ス状況をグラフにしたものである。アクセス数は
一時減少傾向を見せたが、2003 年以降上昇に転
じ、伸び続けている。
一方、現在は装置に使用するアナログモデムの
入手が困難となりつつある等の問題がある。先に
述べた、時刻同期誤差1 msを確保するためには、
モデムの良否は重要である。表 2に 5種類のモデ
ムについて誤差を評価した結果を示す。各モデム

図11 テレホンJJYシステム

表2 モデムによる誤差
遅延量の標準偏差（ms）

モデム間通信速度
端末 -モデム間通信速度

プロトコル
モデムA モデムB モデムC モデムD モデムE

1200bps
1200bps

プロトコル無し
0.301 0.382 1.98 1.98 2.32

2400bps
2400bps

プロトコル無し
0.181 0.178 1.08 1.31 1.27

2400bps
9600bps

プロトコル無し
－ － 1.19 － －

2400bps
9600bps

MNP5プロトコル
－ － 1.57 － －

2400bps
9600bps

V42bisプロトコル
－ － 5.55 － －

モデムの性能

2400bps
モデム
テレホン
JJYシステ
ムと同一

2400bps
モデム
MNP4
機能あり

2400bps
モデム
各種
プロトコル
対応

9600bps
モデム
各種
プロトコル
対応

14400bps
モデム
各種
プロトコル
対応

図12 テレホンJJYのアクセス数
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を使用して、電話回線を通してテレホン JJYシス
テムに接続し、テレホン JJY装置の持つループ
バック機能により折り返し信号の遅延測定をする。
遅延測定にはタイムインターバルカウンタを使用
し、その100回の測定値から標準偏差を求めた。
表からわかるように、使用するモデムによって、
遅延量にばらつきを生じるため、その量が大きい
と遅延補正の誤差につながる。モデムC～Eで
は、標準偏差が 1 msを超えているので、最終的
な時刻同期誤差を1 ms以内とすることが困難と
なる可能性がある。（往復の遅延時間であるので、
一方向では 2 分の 1 の影響が出る。）テレホ
ン JJYシステムでは、モデム間接続に 300 ～
2400 bpsの速度と圧縮・訂正などのプロトコル使
用をしないことを推奨してはいるが、実際には各
種プロトコルに対応する機能を持つ。MNP5
やV42bis. などといったプロトコルを使用すると、
ばらつきは増加する。また、近年では公衆電話回
線もデジタル化され、旧来のアナログ回線のよう
に往復の経路が同一である保障はなくなってきて
いる。遅延時間の補正を往復の経路が同一と仮定
し、往復の遅延時間計測から時刻補正を行う本方
式では、回線による精度への影響も現れてくる。
次世代型のテレホン JJY開発は急務となってきて
いる。

4.4 その他のサービス
日本標準時及び標準周波数の供給では、上述以
外のサービスがある。時刻の供給として、1つに
は「時刻情報提供サービス」、さらに「タイムビジ
ネス用時刻配信」のサービスがある。これらの
サービスは主としてタイムビジネスに係る事業者
を対象としたもので、「ポータブルクロックを用い
た時刻比較サービス」「タイムビジネスに係る非常

時支援サービス」や先に説明した「ネットワークに
よる時刻情報提供サービス」といったものが含ま
れる。これらのサービスは、タイムビジネス事業
者が持つ時刻源を日本標準時と高精度にトレース
するためのものである。タイムビジネスに関して
は、文献 ［15］を参照されたい。
周波数の供給に関しては、「校正」という業務を

行っている。利用者の持つ周波数標準器をNICT
の国家標準と比較し、周波数偏差を測定して、校
正成績書を発行するサービスで、電波法に基づく
「登録点検事業者用測定器等の較正」、計量法に基
づく「jcss 校正」、製品評価技術基盤機構の認定制
度に基づく「ASNITE校正」、及び、これらによら
ない「委託校正」のメニューがある。「登録点検事
業者用測定器等の較正」を除き、持ち込みによる
「搬入校正」と遠隔により校正を行う「遠隔校正」を
実施している。これら詳細については、文献 ［16］を
参照されたい。

5 おわりに

日本標準時の定常的運用は、標準時・標準周波
数の発生から、比較、供給と一連の運用を必要と
し、運用するシステムも広範なものとなっている。
こういったシステムのほとんどは、NICTが蓄積
した研究成果と技術を基に独自に開発してきたも
のであり、今後も急速に進化する環境に対応する
ためにシステムの改善が必要である。
昨今の電波時計やNTPなどのように、一般国
民にも直結したサービスの普及で、日本標準時の
重要性はますます増している。さらに、科学技術
の発展に重要な役割を担う時間周波数の高精度化
に向けた取り組みなど、今後も発展を続けていく
ことであろう。
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